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研究ノート

抄録：この研究ノートは、主に高等教育における「職業教育」と「教養教育」の違いを、「職業教育」の独自性
を明確にするという研究目的のもとに、その着眼点や研究の概要に関して整理したものである。
　特に、「教育」として、無意識に「教養教育」の目的や内容や方法を高等教育の基本とする考え方に対し、そ
れは「職業教育」の進め方と異なるという立場で、その差を強調する形での問題提起を試みた。
　何故なら、高等教育の多くの関係者が「職業教育」の特性を把握しないまま、教育実践を行うため、実践的な
職業教育ができないと考えるからである。その結果、「教養教育」を含め「（高等）教育」への期待や信頼が損な
われ、又、多くの学生が職業人としての学びの機会を失っている。
　この領域の研究は、多くない。しかし、日本の教育に関する極めて重要な課題であり、引き続く研究の入り口
として、とりあえず教育目的や達成課題の段階までの問題意識をまとめた。
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１．問題の所在
１）授業における「評価」の在り方を考える。
最近の職業教育実践を考える研究の場で、授業の
実践の中での最後の試験を含めた評価の仕方につい
て問われた。なぜそれが問われたか。達成課題を明
確にした授業設計を行うのであれば（≒シラバスを
公表するのであれば）、その到達度の測定である評
価の仕方がどうなっているかが明確である必要があ
るという発想から出発しているからである。授業設
計が達成課題の設定から始まるというのは、何らか

の目的を持つ教育では当然のことであるが、特に、
卒業時にディプロマを発行するに足る達成課題への
到達が必須課題の「職業教育」では、それに向かう
授業設計であるから、これは必ず必要となる課題で
ある。
にも拘わらず、その評価基準等は、担当教員に任
せきりでよいのか、とか、その評価基準、評価の方
法はいかにあるべきかというのが当面の問題意識で
ある。これらの点に関しては、ある意味で答えが出
ているはずだが、なぜ、曖昧なのであろうか。
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２）大学における職業教育は、なぜ成立しにくいの
か。・・筆者の体験から・・

筆者は、生涯学習のプロデューサーとして、また、
専門学校・短大・大学の教員として、さまざまな教
育機会の提供に関わる中で、常に、職業を意識した
教育を実践してきたつもりである。しかし、その実
践の大半を占める大学における「職業教育」の中で、
最後まで職業実践に就くことを前提とする授業に徹
しきれない点で、つまり、この曖昧さゆえに、散々
隔靴掻痒を味わってきた。その中で、この問題意識
に出会い、何故、大学では職業教育に徹するという
目的意識を貫けなかったのか、また、職業教育の授
業実践として展開しきれなかったのか、という理由
が少し解ったような気がした。仮説であるが、その
理由は、教育課程や授業設計（シラバス）や、最終
評価の在り方が、一般的な「大学」という枠組みと、
「職業教育」では異なるからではないかという事で
ある。

３）大学が目指す「教養教育」と、（専門学校等が目
指す）「職業教育」

日本の大学教育（人文・社会系では特に）の基本
目標は、その専門の学部や学科の専門領域に関する
研究成果を学ぶことであり、あえて言えば、学んだ
ことを長い人生の中に生かしていく「教養」として
身に着けることであろう。つまり、結局はある意味
で抽象的な「教養」である。一般教養ではなく、専
門教育で特定業種（職業）に関わる学部学科であっ
たとしても、それにかかわる知識（や技術）を学ぶ
ことが中心目標であり、当該職業における実践を前
提とした「実践的力量」を身に着けるという所まで
は目標の範囲に入っていない。（題目の範囲では
入っていても、授業や評価などを見ると実践されて
いない 1）。）
勿論、関連する教養や研究的能力を身に着けると
いうのも一つの考え方であり、そういう発想の大
学・学部・学科があるのは肯定されるべきであろ
う。しかし、現実社会がそういう教養人を求めてい
るわけではなく、当該職業における実践的力量のあ
る卒業生（ディプロマを持っている人）を必要とし
てるのだと、筆者は考えてきた。そして、筆者と理
解者であった仲間たちはそれに対応した授業を行お

うとしてきた。が、にも拘わらず、筆者も仲間もま
た、題目の範囲を出ることができず、曖昧な職業教
育しか実践できなかったのは、何故か。
それが、日本の大学教育の「（広い意味での）教養
教育」（現実にはその大部分は「知識修得主義」と言
い換えてもよいだろう）の罠なのではないかという
のが、当面する筆者の仮説である。
そもそも「専門学校」などでの「職業教育」とは、
どういう教育を指すと考えればよいか。その定義や
実態、基礎教育との関係、キャリア教育との関係な
ど、整理すべき論点は多々あり、色々と論じられて
きている。しかし、それらの論点の中でも、結局は
「教育」という共通性に隠れてしまって、「職業教育」
の枠組みを（特に人文・社会系専門職養成では）明
確にできていないのではないだろうか。結果的に、
専門学校などでも「職業教育」を明確に打ち出せな
い領域も増え、「職業教育としての授業」ができてい
ない学校（学科）が多いのではないかというのが、
筆者の仮説である。そして、その共通性として「教
育」は、事実上「（広い意味での）教養教育」と同一
視されてしまうが故に、専門学校における「職業教
育」を明確に目指し、実践していくことが一層難し
くなっている 2）のではないか。

４）問題をあいまいにしない検討
日本の高等教育における職業教育が必ずしもうま
くいかない一つの理由は、教育の目的や内容 3）に関
する枠組み整理を具体的に細かく行った上で、その
整理に対応した問題（論点）整理を行っていないか
らではないか。その一つが、「職業教育」と「教養教
育（普通教育） 4）」の違いである。例えば、産業界が
養成してほしい能力などのニーズを直接反映する教
育は「職業教育」である。しかし、産業界にも色々
な分野があるので、求める能力は分野毎に異なる。
そういう違いを無視して、「いっぱひとからげ」に
「職業教育」とか「キャリア教育」とし、それを本来
大学が担当する「教養教育」をおこなうべき場面を
含めたすべての教育に直接反映させようとするか
ら、様々な齟齬が生じるのではないか。総体として
「教育」が産業にも、人々のWell Beingにも、求めら
れている程には役立たない営為になってしまってい
るのではないか。
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そのような意味で、この小論では改めて、「職業教
育」と「教養（普通）教育」との違いを明確にする
形で、検討してみたい。そうすることで、「職業教
育」も「教養（普通）教育」双方ともうまく実現で
きていない高等教育の改善、発展 5）の可能性を探る
と同時に、当初の目的である「評価」の在り方（職
業教育と教養教育での違い）を探る前提条件を整理
してみたい。
そのため、本稿では、「教育」として共通する側面
については、本論に必要な基本的な点のみにしか触
れないことにし、違いの側面に目を向けて論点を整
理して行くことにする。そうすることによって。職
業教育の目的や内容・方法などの明確化を試みてみ
ることとする。

２．職業教育とは
１）「職業教育」と「キャリア教育」の異質性
「職業教育」に関しでは、中央教育審議会の答申、
「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在
り方について（答申）」（平成23年１月31日）では、
以下の様に整理している。「人は、専門性を身に付
け、仕事を持つことによって、社会とかかわり、社
会的な責任を果たし、生計を維持するとともに、自
らの個性を発揮し、誇りを持ち、自己を実現するこ
とができる。 仕事に就くためには、社会的・職業的
自立に向けて必要な基盤となる能力や態度だけでは
なく、それぞれに必要な専門性や専門的な知識・技
能を身に付けることが不可欠である。このような、
一定又は特定の職業に従事するために必要な知識、
技能、能力や態度を育てる教育が『職業教育』であ
る。」（アンダーライン・筆者）
同時に、同答申では、キャリア教育に関しては以
下の様に整理している。「一人一人の社会的・職業
的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育て
ることを通して、キャリア発達を促す教育が『キャ
リア教育』である。それは、特定の活動や指導方法
に限定されるものではなく、様々な教育活動を通し
て実践される。」
この様に、「職業教育」と「キャリア教育」はそれ
なりに区別はされている。
この答申は、後期中等教育（高校）以下の教育を
念頭において書かれているためもあるが、この定義

的な部分以外は、ほとんどが「キャリア教育・職業
教育」として整理されており、結局は、キャリア教
育の内容を中心に触れていて、「職業教育」に関する
独自の記述は殆どない。それでも、一応職業系の専
門高校は存在するので「職業教育」に触れているの
だが、高等教育になると大学の独自性もあり、この
と「職業教育」の「キャリア教育」の区別は極めて
曖昧である。

２）実践されていない「キャリア教育」  �
・・曖昧な教育目標・・
高等教育における「職業教育」を考えるときの一
つの課題は、高校以下の教育においてキャリア教育
がほとんど行われていないという事である。特に高
校教育では、普通科が多数派であり、その教育は基
本的に上級校への進学を前提としている。したがっ
て、上級校の受験にパスすることが目標であるた
め、基本的には受験教育となり暗記を中心とした教
育になっている。特にキャリア教育が「特定の活動
や指導方法に限定されるものではなく、様々な教育
活動を通して」となっているため、「様々な教育活
動」を通して行われるはずが、その実、どこでも行
われていないという現象が発生している。なぜこう
なってしまうのだろうか。諸説あるが、一つは、基
本原則（教育基本法・など）が、解りにくかったり、
学習指導要領などの自分が担当する部分（枝葉末節
の部分）しか読まない教員が多くなっているからで
あろう。
この点を考えるには、教育における基本原則とし
ての、ユネスコ21世紀教育国際委員会（1993－
1996）から報告された「学習の４つの柱・・・「学習
― 秘められた宝」（Learning: The Treasure within）
が、分かりやすい。この「学習の４つの柱」は、以
下のとおりである。
少し長くなるが、以下の①～④のとおりである。

①　知ることを学ぶ　（learning to know）
十分に幅の広い一般教養をもちながら、特定の課
題については深く学習する機会を得ながら「知るこ
とを学ぶ」べきである。このことはまた、教育が生
涯を通じて与えてくれるあらゆる可能性を利用する
ことが出来るように、いかに学ぶかを学ぶことでも
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ある。
②　為すことを学ぶ　（learning to do）
単に職業上の技能や資格を習得するだけではな
く、もっと広く、多様な状況に対処し、他者と共に
働く能力を涵養するために「為すことを学ぶ」ので
ある。このことはさらに、自分の生活する地域や国
における個人的な社会経験や仕事の経験を通して、
あるいは学習と労働を交互に行う過程を通して、青
少年がいかに行動するべきかということも意味する
のである。
（１）技能資格から能力へ
（２）「非物質的」労働とサービス産業の興隆
（３）非定型的な経済における労働
③　�（他者と）ともに生きることを学ぶ  �
（learning to live with others）
「共に生きることを学ぶ」ということは、一つの目
的のために共に働き、人間関係の反目をいかに解決
するかを学びながら、多様性の価値と相互理解と平
和の精神に基づいて、他者を理解し、相互依存を評
価することである。
（１）他者を発見すること
（２）共通目標のための共同作業
④　�人間として生きることを学ぶ  �
（learning to be）
個人の人格を一層発達させ、自律心、判断力、責
任感をもってことに当たることができるよう、「人
間としていかに生きるかを学ぶ」のである。教育は
そのために、記憶力、推理力、美的感覚、身体的能
力、コミュニケーション能力といった個人の資質の
どの側面をも無視してはならない。

日本で言う「職業教育」に関する記述は、この中
の②に相当する部分であり、かなり具体的に内容に
踏み込んで記述されている。日本で言う「キャリア
教育」に関しては、強いて言いうならば、②とも関
連しつつ（③や）④の部分とも大きく重なっている
と言える。したがって、「キャリア教育」という内容
が、この４つの柱の枠組みからいえば曖昧であると
言えるだろう。教育の目標として考えるならば、こ
の①～④の方が解りやすい。この辺に「キャリア教
育」が適切に実践されにくい一つの原因があるのか
もしれない。

学生たちが上記①～④を含むキャリア教育を適切
に学んで来ていないという問題は、高等教育におけ
る「職業教育」に大きな負担をかけることになる。
つまり、特に④の部分での展望（キャリア教育の成
果）を学生が持ていないままでは、主体的に学びの
展開は困難であり、学びの内容が当該職業領域の専
門的な内容となる「職業教育」に馴染みにくいから
である。（なんで、それを学ぶのかが解らないな
ど・・）

３．「職業教育」と「教養教育」
このような問題を踏まえつつ「職業教育」と「教
養教育」を目的・達成課題や評価方法・内容・方法
など観点や、学習者・教員・場所・時期（期間）な
どの条件から比較したのが、下記の、表－１「職業
教育と普通教育の比較」である。何事を行うにして
も普通は、目的が異なれば内容も方法も異なる。そ
の意味では、職業教育と普通教育もその目的が異な
るのだから、学ぶ内容も、学び方も異なる。

１）目的の違い 
その違いの第1は、「目的」である。「教養教育」の
目的、中心的課題は、あくまでも学習者自身の人生
をどう作るか、学習者自身の成長であり、自己実現
ができるようになることである。
これに対し、職業教育の目的は、その職業等して、
顧客あるいは社会に対して何らかの貢献をすること
が最終目標であって、そこでは個人の自己実現は第
1目標ではない。あくまでも、顧客や社会的ニーズ
への対応が優先である。
この、学習者（個人）の自己実現を究極の目的と
する教養教育と、自己実現が社会的な意味を持たな
ければ意味をなさないという職業教育では基本的な
違いが存在している。しかし、この違いを曖昧にし
たまま行われている教養教育や職業教育が多い。こ
の違いが曖昧なままであると、それぞれの究極の達
成課題が達成できず、両方とも結果的に成果を追え
ないという、究極的には失敗の教育が行われ、多く
の学生が「学習」に失望していくという最悪の結果
を生んでいるという点に注目が必要である。
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２）達成課題・評価方法の違い
教育目的が明確になったら、次は達成課題や評価
方法が課題である。目的が違うのだから、達成課題
や評価方法は異なってくる。この点が重要である。、
つまり目的に対して。目的が実現できたかを測定す
る達成課題や評価方法は極めて重要であり、この評
価方法の仕方によって、内容や方法が違ってくる。
教育関係者の多くは、目的が決まると次に教育内
容や教育方法というふうに考えていく人が多い。し
かし、これは現実的ではない。実際問題として高等
学校普通科の教育内容や方法が大学の受験問題に左
右されているのは衆目の認めるところである。
とすれば、教養教育と職業教育の達成課題や評価
方法はどう異なるのであろうか。概略的に言えば、
教養養育のそれは、一定の「知」をベースにして、
一定の課題に対し、それなりの論理を組み立てて、
当該学生の独自に見解を纏められるかが、達成課題
であり、それを評価する方法は、論文試験であった
り、口頭試問であったりするだろう。また、その前
に「一定の知」に関する知識試験がある場合もあり
得るだろう。その場合も、学生の自己実現が目標で

あるから、かなり曖昧な評価基準になっていても
「そういう考え方もある」ということになってしま
うだろう。
これに対し、職業教育においてはそうはいかな
い。職業教育においては、一定の基準に達していな
い（失敗）という事は、少なくとも金銭的な損失や
損害賠償などが問題になる場合も出てくるし、下手
をするとサービス対象者の生死に関わる問題となり
かねない。又、大きな失敗は、当該の「業」の信用
問題にもかかわってくるため、職能団体等が一定の
基準を定めている場合も多いし、国家試験などが行
われている場合 6）も少なくない。
したがって、職業教育では、達成課題は当該の職
業実務ができるかどうかが、明確に問われる。でき
なければ、見解が違うのではなく、不合格である。
また、実務という意味では、当該職種が期待する技
術や知識だけではなく、コミュニケーション能力
（特に実務に関する説明能力）や、「社会人基礎力 7）」
のような内容も含まれてくるであろう。また、職業
教育においては、特に職業上予期しない問題の発生
その他に対する対応力を学ぶことも期待されてい

表－１「職業教育と普通教育の比較」

職業教育（専門教育） 視点 教養教育（市民教育）

顧客までを意識した（専門的）職業能力の修得
「当該の仕事ができる」 目的 学習者自身の（市民的）教養の修得

「理解する」「人生を創れる」

実務において当初想定されていない応用業務を含
め、当該業務ができる様になる。
実技試験　応用問題への対応案作成

達成課題・評価方法
知識等を修得している。一定の問題解決能力を修
得する。
知識修得度の測定試験。論文。

職業上必要な能力養成のための技術や知識
（実務的・応用的）
必要な応用能力の養成（OJTなど短期研修などもあり）

内容
市民社会で人生や生活を創っていくための知識や
技術　（基本的・基礎的）
人生や生活問題の解決技術。

実習　体験学習　共同学習　
通信教育（IT経由を含む）
職業上の問題発見問題解決学習

方法
自己学習　共同学習
（アクティブラーニング授業）
人生・生活上の問題発見問題解決学習

若年者　学びなおしの社会人
　（年齢層を問わない・希望者） 学習者 主に若年者　（すべての人）

「教員（スーパーバイザ―的）」
「専門実務上のエキスパート」
「実務家教員」

教員
「教員（学習方法等の専門家）」
「研究者」等
「研究能力を訓練された教員」

学校・実習先・職場・インターンシップなど
基本的に場所を選ばない。 場所 学校（教室・実験室・実習室など）・

主にキャンパス内

学びたいと思った時（社会人など）
職業に就こうとする青年期　必要な期間 時期 主に青年期（少年期）

学校が定めている期間

学校・企業・業界団体・専門職団体・研修機関・
職業訓練機関・等・多様 教育主体 学校（例外もあるが）

（不登校児童生徒向け）教育法人等
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る。
そしてその評価方法としては、実務ができるかど
うかであるから、実技・実務試験が基本である。実
技試験の内容としては、体を動かしての実技という
のもあるが、その実際に行った活動について、根拠
を踏まえて論理的に説明する力量なども問われるこ
とになる。

３）教育内容と教育方法
現実的には、この評価方法を含む達成課題が、教
育内容や教育方法を決める。
その意味では、職業教育では、達成課題の内容は
それぞれの職業のおける実務である。従って、実務
に必要な絶対に忘れては困る実際に使う基礎知識教
育と並行して、実技的実務教育は「体験学習」や「実
習教育」として、学校と職場を往復しながら行われ
など、内容と方法は、教養教育のそれとは明らかに
違う。
教養教育の教育内容や教育方法は、当該委の学問
分野や教員の考え方で、かなり異なってくる。もち
ろん標準的な基準はあるはずだが、様々な見解が供
されることが原則である（それがないと学問は発展
できない。）ため、内容や教育方法も多様性が認めら
れる。当然、そこでは学生の学習ニーズに合わせて
学習内容を変えたりして行くことも可能であろう。
また、達成課題についても、先にふれた学習の三つ
の宝にあるような一般的課題が目標の標準となって
いればまだしも、其れすら個別性で排除されてしま
うと、事実上、基準はないに等しくなってしまう。
それでも、前述のように「一定の「知」をベース
にして、一定の課題に対し、それなりの論理を組み
立てて、当該学生の独自に見解を纏められるかが、
達成課題であ」るならば、それに向けての教育内容
や教育方法（例えばアクティブラーニングなど）が
工夫されて行くべきであろう。
実際には、それなりの努力はされているようであ
るが、アクティブラーニングや反転学習など、本質
を学ばないで形式だけを無理やり導入している場合
も少なくない。多くの失敗例があり、そのため教育
改革に否定的な流れが出てきてしまっているようで
ある。
企業や政策などでの SDGｓなどの導入に関して

も言えることであるが、この形式を導入することに
はそれなりの取り組むとしても、本質を学ばないた
めにうまくいかない、というケースは少なくない。
この傾向は、高校以下の教育や教養教育はもとよ
り、職業教育にも少なくなく、筆者も含めて、教育
界全体の学習研究能力の低下が危惧されると（本質
を学んでいないかもしれない）筆者は考えている。
（結果的に多くの人々が「学習」に失望し、明るい人
生を想定できないという結果を生んでいるのではな
いか。）
なお、（日本の）教養教育ではあまり主流にはなり
にくそうであるが、職業教育では ITを活用した通信
教育（オンライン、または、オンデマンド、など）
はむしろ歓迎される方向にある。教育方法としては
対面とは異なった特徴があるが、活用の仕方ではオ
ンライン教育などの方が教育効果を上げやすいとい
う側面も指摘されている。

４）学習者
学習者についてはいうまでもなく、教養教育の場
合は基本的には、これから社会に出ようという人
（若年者）である。しかし、職業教育の場合は必ずし
もそうとは限らない。既に、リカレント教育（転職
なども想定した社会人対象の教育）や、リスキリン
グ教育（現在、従事している職務に関してのレベル
アップ教育）などの、学習者も増えつつある。今後、
18歳人口の減少などを想定すると、職業教育のみな
らず、高等教育全体として釈迦っ人学生の増加が想
定されるであろう。
また、学習者という意味では、外国人留学生の比
率も増えてきており、学校に寄ってはその存在も無
視できない。その対応には一定の泉温的力量が求め
られる。一方、折角、外国側わざわざ来てくれるの
だから、教育内容や教育方法の多様化などへの活用
も考えられるのではないだろうか。

５）教員
教員についても教養教育の場合は教養を身につけ
るための基礎的な教育方法についての熟練した教員
が必要である。 あるいは、優れた研究成果を上げた
方というのもあり得るが、どちらでもないというの
では、その専門性が問われるであろう。
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これに対し、職業教育の場合は、当該職業に関し、
熟練しているということが基本になるので、いわゆ
る実務家教員としての実務的力量が問われる。 もち
ろん実務家教員とはいっても、教育に関しては専門
的な力量は求めらるが、基本は、実務ができるかど
うかである。 

６）場所、時期、教育主体、など 
職業教育に関する教育と職業教育の違いに関して
主な論点は以上であるが、当然、これ以外にも、教
育活動を行う場所や、人生の中での学習する時期
や、教育主体など、かなりの違いがある。
学習する時期に関しては「学習者」としても触れ
た。が、特に学習－教育の場所に関しても、教養教
育の場合は学校というのが、日本では主流の考え方
である。しかし、国際的潮流は、職業教育よりもむ
しろ教養教育の方が（全寮制の教養教育大学を除
き）ITを活用した通信教育が盛んになっていて、日
本の傾向とは逆になっている。日本の教養教育関係
者は、なぜ、キャンパスに集合しないと学習－教育
が成り立たないのかを説明すべき時期が来ている言
えるだろう。
職業教育では、実技や実務教育の必要性や、職場

（現場）での実習教育などもあるため、最低限、通学
や通勤が必要な場合もあり得るであろう。
また、教養教育の主体は主に大学となっている
が、職業教育の教育主体は学校である必要は必ずし
もない。当然、職業教育については実務教育という
ことがあるので、教育自体は学校であるとは限ら
ず、企業であったり、業界団体であったり、専門職
団体であったりする。 また、教育期間や研修期間な
どについても多様性があり得る。

７）国際的な比較
日本国内での高等教育における教養教育と職業教
育の比較は以上であるが、国際的な高等教育の観点
からは、職業教育と（高等教育機関での教養）教育
に関しては、1998年に「ユネスコ高等教育に関する
世界会議」で纏められた「高等教育国際宣言」の条
文を比較してみると解りやすい。この「高等教育国
際宣言」では、高等教育機関の使命として、第１条
で、職業につながる内容を含め、教養教育に関して

も、以下のように規定している。

第１条「教育・訓練・研究遂行の使命」
（a）	� 社会で役立つ資格を与え、人間活動の全分野の

必要に応えることのできる高度な能力を身につ
けた卒業生と責任ある市民を育てること。この
資格とは、現在および将来の社会の必要に合わ
せて常に見直される教育課程や教育内容を通
じ、高度な知識と技術を結びつける専門的な訓
練を含むものである。

（b）	� 高等教育と生涯教育の機会を提供し、学習者に
システム内のどこから始めどこで終えるか最高
の幅と柔軟性を与え、また個人の発展と社会的
流動のための機会を与えること。これは市民と
しての義務と権利、全世界的視野からの社会へ
の積極的な参加、潜在的能力の開発、正義に基
づく人権の強化、持続的成長、民主主義及び平
和を目指す教育のためである。

（c）	� 研究を通じ知を進め、創造し、広めること。ま
た、地域社会への貢献の一部として、社会に役
立つ専門家を育て、社会の文化的・経済的発展
を助け、社会科学・人文学・創造的芸術だけで
はなく科学や技術の研究を促し発展させるこ
と。

（d）	� 文化の多元性および多様性を前提として、国家
的・地域的・国際的・歴史的文化を理解・解
釈・保存・増進・発展・普及させること。

（e）（ｆ）は略・・

これらを踏まえて、第５条に教養教育、第７条に
職業教育に関してまとめている。その比較が以下の
「表－２「高等教育国際宣言」の職業教育と教養教育
に関する条文比較」である。特に「職業教育」や「科
学」は、「職業（科学）そのもの」が特に近年、急速
に変化していく時代の流れの中で、当然その職業に
就くことを前提とする「職業教育」もそれに対応し
てどんどん変化していかなければならない。その意
味で職業教育を考える上では、かなり細かく具体的
な論点に関して触れているこの条文は参考になる。
この高等教育国際宣言での職業教育の項では、特
に以下の点を指摘している点が注目される。
① �ICTの発展などを踏まえて産業界の変化へ対応す
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べく「勤労の世界（職場・企業）」等との密接な
連携の必要性

②�産業が国際化することを前提とした、国際的な取
り組みを含む教育の必要性
③�リカレント教育、或いはリスキリング教育、及び
転職支援や、新たな職業の創造に関わる教育の必
要性
日本における職業教育を中心とする専門学校も
18歳以上の学生の教育を担当するので、国際的には
「高等教育」機関（大学と同じ扱い）である。従っ
て、専門学校教育であっても、これらの点に配慮し
た教育課程の編成は重要な課題である。特に、この
高等教育宣言は1998年という24年も前に宣言され
た内容であるから、現段階ではカリキュラムポリ
シーなどにお題目として唱えるだけではなく、当
然、具体的に実体化していなければならないであろ
う。

４．�「職業教育」の「目的」「達成課題」・・「教養
教育」の違い

１）産業の変化への対応
表－１に整理したように「教養教育の目的」が、
学習者自身の（市民的）教養の修得であり、その人
自身の「人生を創れる」（理解できる）に留まるのに
対し、職業教育の目的は単純に言えば、その人個人
にとどまらない社会的な「顧客までを意識した（専
門的）職業能力」の修得であり、「分野ごとに必要と
される仕事ができる」事である。その職業分野は、
当然、上記の ICTや AI（人工知能）や通信速度が５
Gにレベルアップしている等のＤＸ（デジタル革
命）への対応や、（人的物的）国際化への対応を迫ら
れている。従って、これらの修得は職業教育の目的
であり、職種によって異なる内容とレベルではある
が「達成課題」の一つである。
また、職業教育の目的や達成課題は、「人材」養成

表－２　「高等教育国際宣言」の職業教育と教養教育に関する条文比較

第７条　�勤労の世界との協力の強化および社会的ニーズの予
測と分析

第５条　�科学、芸術、人文学の研究による知の増進およびその
成果の普及

（a）	� 知識とその応用および情報の処理から生じた変化と新し
い生産様式によって特徴づけられる経済において、高等
教育と勤労の世界および社会の他の分野との繋がりは強
化され新しいものにされなければならない。 

（b）	� 勤労の世界との繋がりを強化するため、勤労の世界から
の高等教育機関の運営への参加、学生・教師の国内およ
び外国での実習・勤労研究の機会の増加、勤労の世界と
高等教育機関との間の人的交流、あるいは勤労の実態に
より則したカリキュラムへの改革などがはかられなけれ
ばならない。

（c）	� あらゆる年齢層の人々に専門的訓練を行い、最新の情報
を与え、経験を生かす方法を提供する機関として、高等教
育機関は勤労の世界や科学・技術・経済の分野における
新しい潮流を組織的に取り入れるよう努めなければなら
ない。勤労の現場での必要に応えるため、高等教育システ
ムと勤労の世界は協同し、理論教育と職業訓練を調和さ
せた学習課程、転職支援教育課程、既学歴評価体制を発展
させ、またその評価を行うべきである。社会のニーズを予
想する機能を持つという点において、高等教育機関は新
しい職業の創造に貢献する。もっともそれは高等教育機
関の唯一の機能ではない。 

（d）	� 新たな事業を興すための技術と先取の気性を養うことは、
高等教育機関の重要な目的となるべきである。それは卒
業生の就職を容易にし、かつ、卒業生が単に職を求めるだ
けでなく職を創造する側に立つことを促進する。高等教
育機関は学生が社会的責任を自覚しながら自己の能力を
完全に発展させる機会を提供し、また、民主的社会に全面
的に参加し平等と正義をもたらす改革の推進者となるべ
く教育しなければならない。

（a）	� 研究による知の前進は、高等教育のあらゆるシステムの
本質的な機能である。高等教育のシステムは大学院での
研究を促進するべきである。既存学問分野の革新、いくつ
もの分野に渡ったり既存の分野を越えた新しい分野の開
拓が、社会的および文化的な目標とニーズを長期的に見
据えた計画において促進・強化されなければならない。
また、基礎研究と特定の目的のための研究との間には、適
当なバランスが必要である。

 
（b）	� 各機関は研究に携わる者全員に、適切な訓練・便宜・支

援が与えられるようにしなければならない。研究結果に
対する知的文化的権利は、人類の利益のために用いられ
なければならず、悪用されないよう保護されねばならな
い。 

（c）	� 研究はあらゆる分野で進められなければならない。それ
には社会科学・人文科学・教育学（高等教育を含む）・工
学・自然科学・数学・情報学・諸芸術が含まれ、その研
究は国家的・地域的・国際的な研究発展のための指針の
枠内でなされなければならない。特別重要なのは、高等教
育機関内における研究能力の強化である。というのは、高
等教育と研究が高いレベルにおいて同一機関内で行われ
るとき、ともにその質が向上するからである。そのような
機関は必要な物質的および財政的援助を、公的および私
的財源から与えられるべきである。
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とも言われるように学生側の属性（個性）を問題に
しない側面もあるので、年齢層も性別も関係なく、
「できるか、できないか。」である。が、この点は、
教育方法上、配慮すべき課題はあり得る。

２）達成課題設定のための、産業界との連携
職業教育は、それぞれの産業や業界が何を必要と
しているのかで、その教育目標が決まる。従って、
これは、この業界の仕事ならこの基準という「業界
ごとの基準」になる。この業界ごとの（最低）基準
は、基本的には、言うまでもなく業界単位で（業界
団体などで）標準化されている必要がある。しかも
それは、業務の変化に対応して頻繁に修正されてい
く必要がある。このことは、それぞれの業種単位で、
基準を修正していく団体（業界団体・職員団体（・
学会）・等）が存在している事が前提となる。
職業教育を担当する学校は、その意味でこの団体

（特に職業教育では業界）との連携が必要になる。
が、この時、学校側も「学校団体」として「業界」
と対応していく必要があろう。そうしないと、学校
は産業界のみならず個別企業の都合で振り回されて
しまいかねない。つまり、個別分野の教育目標は、
本来は「業界団体」と「学校団体」間でその「（最
低）基準」が設定されるべきである。
なお、最低基準以上の産業努力や教育の質向上
は、個別の企業や学校の問題ではある。（が、向上し
た内容が、基準の改訂に反映されるべきことは、当
該の業界が存続するために当然であろう）なお、此
処にはいわゆる科学的な研究成果を反映するという
意味で、当該産業と関わる「研究組織の連合体（学
会など）」も絡んできて、三者の連合の中で（最低）
基準が発展していくという構造になるであろうが、
学会との連携は必須枠組みではない。
この点は、高等教育における「（教養）教育」の目
的（達成課題）」の設定とはかなり趣を異にする。高
等教育世界宣言の第５条では、教養教育について
「その研究は国家的・地域的・国際的な研究発展の
ための指針の枠内でなされなければならない。」と
社会的な枠組みを示しているが、同時に「特別重要
なのは、高等教育機関内における研究能力の強化で
ある。」としていて、高等教育の役割を「研究能力の
強化」教育を中心課題とするという指摘をしてい

る。現実の様々な問題解決には、研究開発能力は必
須の課題であるから（その一部は職業教育の基礎能
力としても求められるべき）その能力の修得を教育
目標（達成課題）とするのは当然のことである。た
だし、学問研究機関の独自性も強調する第５条で
は、産業との直接的なつながりは指摘されていな
い。（別な条文で「社会的問題への長期的な取り組
み」（第６条）として、又、第７条で全般な連携に触
れられている。）

３）目的、達成課題の、達成評価
この基準に基づく資格認定にはいくつかの方法が
ある。一つは、一定修了認証基準を整備したうえで、
それを実行できる（基準を守れる）養成課程を担う
学校や、養成プログラムそのものを「認証」する方
法である。この場合、学生は「認証」された学校や
プログラムを修了することによって（当該の学校や
プログラム主催者の責任のもとに）資格を認められ
る。（ディプロマを与えられる。）
もう一つの方法は、この基準に到達したかどうか
を測定する試験を、試験実施団体（業界と学校が構
成するのが基本）や国家が行う場合である。この試
験においては、知識や論理構成（考える力）のみな
らず実技の試験まで行うべきである。しかし、実際
問題としては知識だけの試験に終わっている場合が
多い。職業教育の達成度を判定するという意味で
は、実技が無いのでは、中途半端な資格認定にしか
ならない。そのため、実技を中心とした、学校や養
成機関による最終判定がどうしても必要になる場合
が多い。この点については、職業教育において非常
に重要な課題であるので、後述することにする。
いずれにせよ、養成目的や達成課題を掲げる場
合、それは、評価方法とセットで考えなければなら
ない。

４）学習目的・達成課題のレベル設定
この様にしてそれぞれに職種・分野ごとに設定さ
れる基準では、高等教育という点で一定の基準があ
るとしても、当該職種がどういう職務内容を持つか
を踏まえ、その内容に含まれる質的量的なレベル設
定も必要となるであろう。このレベル設定で、高等
教育としても、２年制、３年制、４年制、６年制な
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どの違いがでてくる。
その意味で、それぞれの職種の職業教育はどのレベ
ルの学びを提供するのかという整理が必要であろう。
この職業能力の達成課題については、2008年に創
られた、「表－３、ＥＱＦ（European Qualifications 

Framework）」を見ると解りやすい。ＥＱＦはＥＵ
（ヨーロッパ共同体）加盟国のＮＱＦ（National 

Qualifications Framework）を踏まえてその統合を
図ったものであり、「知識（knowledge）」、「スキル
（skill）」、「コンピテンス （competence）」で構成され

ている職業能力分類を、８段階の学歴と対応する形
で表現している。なお、職業能力分類を「職種」能
力分類としてのみ考え、それぞれの職種の基礎的基
準を学歴に当てはめるという考え方（が主流）もあ
る。しかし、同一職種の中にも様々な練度（仕事の
習熟後など）のレベルがあるので、「職種」を段階に
位置付けるというだけでは済まない。同一職種で
も、練度に応じで、いくつかの段階にまたがって整
理される必要もある。
これに類したＮＱＦは世界で100か国以上の国で

表－３　EQFにおける知識・スキル・コンピテンスのレベル

高等教育 知識 スキル コンピテンス
ヨーロッパ高等教育領域
の資格枠組みとの互換性

理論ないし事実に結
び付けて表現され
る。

認知的なもの（論理的、直観的、創造的な思考
の使用を伴う）ないし実践的なもの（手先の器
用さと手法、材料・道具・装置の使い方を伴
う）として表現される。

責任と自律の観点から表
現される。

レベル
８

博士レベル （高
等教育第 ３期）

仕事または学習の分野に
おける最も高度な最先端
の、かつ分野間の境界に
ついての知識

最先端の専門的スキルと技術研
究やイノベーションにおける重
大な問題を解決し、既存の知識や
専門的実践を拡張し 再定義する
のに必要な分析と評価を含む

十分な権威、イノベーション、自律性、
学究的・専門的完全性、研究を含む仕
事または学習の最前線における新しい
アイデアやプロセスの開発への持続的
な貢献を示すことができる

レベル
７

修士レベル （高
等教育第 ２期）

ある分野の仕事または学習
の最前線の知識を含む独
創的な思考や研究の基礎
としての高度な専門知識

新しい知識と手順を開発するた
めと、異分野からの知識を 統合
するための研究やイノベーショ
ンに必要な専門的な問題を解決
するスキル

複雑で予測不能な、新しい戦略的アプ
ローチを必要とする仕事または学術の
情況の管理・改革、専門的知識や実践
への貢献およびチームの戦略的な達成
度の検証に対する責任

レベル
６

学士レベル （高
等教育第 １期）

ある分野の仕事または学
習の高度な知識理論と原
理の批判的理解を含む

仕事または学習の専門分野にお
ける複雑で予測不能な問題の解
決に必要な、熟達とイノベーショ
ンを示す、高度なスキル

予測不能な仕事または学習の情況にお
ける意思決定に対する責任を伴う複雑
な技術的・専門的活動またはプロジェ
クトの管理
個人および集団の専門的能力の開発管
理に対する責任

レベル
５

準学士レベ ル 
（短期高等教育）

ある分野の仕事または学
習の包括的・専門的な事
実的・理論的知識および
その限界の認識

抽象的な問題の創造的な解決策
を開発するのに必要な総合的な
認知と実践的なスキル

予測不能な変更がある仕事または学習
状況での管理監督、自己と他者の達成
状況の検証と発展

レベル
４

仕事または学習のある分
野内の幅広い文脈におけ
る事実的・理論的知識

仕事または学習のある分野にお
ける特定の問題を解決するのに
必要な認知と実践的なスキル

通常予測できるが、変更されることの
ある仕事または学習のガイドラインに
沿った自己管理、仕事または学習活動
の評価と改善に対する多少の責任を伴
う他者の定型的任務の監督

レベル
３

ある分野の仕事または学
習についての事実、原理、
プロセスおよび一般的概
念の知識

基本的な方法、道具、材料及び情
報を選択し、適用することによっ
て、任務を達成し問題を解決する
のに必要な認知と実践的なスキル

仕事または学習における任務の完遂に
対する責任問題解決のために自己の行
動を状況に適応させることができる

レベル
２

ある分野の仕事または学
習についての基本的事実
の知識

任務を遂行するための関連情報を
利用でき、単純な規則と 道具を用
いて日常的な問題を解決できる、
基本的な認知と実践的なスキル

多少の自律性を伴う監督下での仕事ま
たは学習

レベル
１

基本的な一般知識 単純な任務の遂行に必要な基本
的スキル

体系化された状況における直接監督下
の仕事または学習

資料：「JILPT資料シリーズ No.102諸外国における能力評価制度―英・仏・独・米・中・韓・EUに関する調査―」
　　　（2012．３、独立行政法人　労働政策研究・研修機構）の170p図表７‐３を転載
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作られつつある。≪日本では、厚生労働省が４段階
の基準で整理した「職業能力評価基準」が一部の業
種で作成されているが、この４段階は学歴との対応
は全く考慮されておらず、また、諸外国のＮＱＦに
相当する能力基準の開発計画は公式には表明されて
いない。≫
ＥＱＦでは、コンピテンスは、実際の職場におい
て、職務上の「責任」に対して、与えられた権限
（Responsibility and autonomy）を行使して、「自律性」
を発揮して職務を遂行する能力のことである。コン
ピテンスの修得には、知識と技術の両方の修得が必
要であり、これらの力を活かす個人的・社会的・方
法論的な能力があってはじめてコンピテンスの修得
が図られる。
職業上の養成目標や達成課題の作成にあたって
は、今後の国際的に動向も考慮して、以下に紹介さ
れているＥＱＦなどのレベルごとに、想定されてい
く必要があるだろう。

５）リカレント教育・リスキリング教育
職業教育の目的（達成課題）の特徴は、いわゆる
小学校からの段階的に学んでいく「学校」というイ
メージではなく、まさに当該「職業」に就く学習が
目的、当該の職に就けるかどうかできるかどうか、
だけが問題である。従って、前述の「学習の４つの
柱」の②にも「学習と労働を交互に行う過程を通じ
て」と表現されているように、特に「学校」が教育
するという枠組みを取る必要はない。職業訓練機関
もあるし、業界団体や専門職団体が行う研修なども
あるし、企業内のＯＪＴもあり得る。しかし、教育
内容や教育技術として考えるとすれば、主に職業教
育を行っているのは高等教育機関（専門学校など）
に一日の長があるであろう。（なければ「学校」とし
て存在する意味はない。）そこで、その高等教育機関
にリカレント教育やリスキリング教育も期待され
る。しかし、それは、特にリスキリング教育などに
おいては、当該高等教育機関が時代の先端を行く養
成教育を行えていることが前提である。
同時に、特にリカレント教育では、新たな職種に
ついて学ぶという意味もあり、「転職」という目的・
達成課題を含む学習支援が必要となっている点にも
留意が必要であろう。この転職等の学習支援は、初

めての就職を前提とする若年層の学習支援とは、前
職との関係や起業支援などの内容とともに、その年
齢層に応じた支援の側面があり、単なる人材養成で
は済まない点にも留意が必要である。

６）日本の職業教育における、もう一つの目的（達
成課題）
初めての職に就くことを目指す若年層の教育に関
しては、18歳までのキャリア教育などが適切に行わ
れ、一人前の社会人としての自覚があれば、リカレ
ント教育などと同様の職業教育で良い。しかし、日
本の現実では、若年層特有の職業教育の課題も存在
する。それは、本来であれば、高校までの教育で身
についているはずの「社会人として自覚」や「基礎
的な学習能力」等の補講を必要とする場合が多いと
いうことである。日本では、この点は学校教育だけ
の問題ではなく、それまでの家庭での教育 8）を含
む、人間としての自立への教育の結果であるともい
える。
特に、この点に関する学習目的・達成課題として
は、
①職業が人生に持つ意味を自覚する。
②�「社会人基礎力 9）」などの職業人としての常識を
身に着ける。
③�特に、他者との適切なコミュニケーションを行え
る力を身に着ける。（理解力、発信力）（外国人や
自分とは違う特徴を持った人（異年齢など）との
コミュニケーション能力を含む。）
④�ある程度の困難を乗り越える、粘り強く努力でき
る力を身に着ける。
といった点が目的・達成課題となるであろう。
この点は、リカレント教育や、リスキリング教育
では目的・達成課題とはならない場合が多い。

≪注≫
1 ）	公開されているシラバスなどの授業目標（達成課題）や
評価方法の表示からは、ほとんどが「〇〇〇を学ぶとか、
理解する」等の目標設定になっているものが多く、評価方
法もあいまいなものが多い。「〇〇〇ができる様になる」
などと言った「達成課題」は表示されておらず、特定能力
の職業能力の養成を意識した授業になっているとは言え
ないものが大半である。筆者がかかわった専門的職業教育
領域では、寧ろ、大学院レベルの教育の方が実践的であっ
た。
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2 ）	近年特に、専門学校教育の質的向上の名のもとに、専門
学校教育の在り方を大学教育に近づけようという動きが
ある。この動きは、下手をすると「職業教育」の特性を押
しつぶしてしまいかねないともいえる。
3）	カリキュラムポリシーや、ディプロマポリシーは単なる
作文ですとばかりに、それを全く意識していない授業が多
い。少なくとも、シラバスに両ポリシーが引用されている
例は極めて少ない。
4）	高等教育レベルでは、「職業教育（専門教育）」の対立概
念は「教養教育」であるが、後期中等教育（高校）レベル
では「職業教育」の対立概念は「普通教育」であろう。こ
の小論では、主に高等教育に関して論じるので、「普通教
育」を含めた意味で「教養教育」と表記しておく。言うま
でもなく、厳密な意味では「普通教育」と「教養教育＝リ
ベラルアーツ」とは異なる部分もある。
5）	高等教育（特に大学）が行っている職業教育を含む教育
は、職業教育としては不完全であり、同時に、教養教育と
しても不完全であると考える。が、この点は、別の機会に
論じる事とする。
6）	実際には、国家試験などで実務試験を行っていない資格
制度も多く、その場合の実務能力判定はがっこうにゆだめ
れれてるばあいがおおいのであるが、ここで学校は教養教

育と同じような判定方法（見解の違いを許容する）をとっ
てしまうために、基準ば守られず、この点では大きな問題
を残している。
7）	  「社会人基礎力」経済産業省が2066年に提唱した枠組み
8）	児童手当が18歳までの諸国では、親も子も18歳が大人
としての自立への、区切りと言いう意識を持たざるを得な
いので、そこに向かって自立を促す支援が自ずから行われ
る傾向にある。
9）	「社会人基礎力」経済産業省が2066年に提唱した枠組
み。
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